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要約

　本稿では米国における予算制度の生成の背景を考察する。そのために、19世紀末から20
世紀初頭にかけての米国の地方政府における新しい予算制度の導入過程から考察を開始す
る。政府組織における新しい予算制度の導入は、革新主義者たちが地方政府においてボス
とマシーンが行っていた公金の浪費等を是正するために、科学的管理に基づく標準の概念
を支出の上限の設定であると解釈し、その思考に基づいて支出管理のために行われたこ
とを述べる。そして、その思考は連邦政府へ導入され「予算・会計法」として結実する。
この「予算・会計法」に基づく予算制度から影響を受けてMcKinseyはBudgetary Control

（1922）を著した。本稿では、McKinsey［1922］による予算編成の手続を検討したうえで、
McKinsey［1922］による予算編成とアメリカ連邦政府の予算編成の手続を比較検討する。
そして、結論として、革新主義運動が鍵となり、一般企業から導入した科学的管理の思考
が政府における新しい予算制度を生み出し、この政府の予算制度が企業の予算制度の生成
に多大な影響を与えた点を指摘した。
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（Abstract）

　This paper analyzes the background of creating a budgeting system in the US. 
Therefore, at first, this paper considers the context of the installation of a new 
budgeting system in municipal governments in the US at the turn of the last century. A 
trigger of the installation of the new budgeting system was the progressive movement. 
This movement installed a new budgeting system based on scientific management, a 
concept of the standard interpretation of a control of expenditures for the rectification 
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of the extravagant use of public funds. Then, the federal government considered this 
thought and enacted The Budget and Accounting Act of 1921.The budgeting system 
based on the law made an impact on Budgetary Control（McKinsey, 1922）. This paper 
considers a budgeting system by McKinsey, and then compares the budgeting system 
by McKinsey with the new budgeting system in government. This paper, finally, 
concludes that because of the progressive movement, scientific management affected 
the　new budgeting system in government and then this system crucially affected the 
budgeting systems in ordinary companies.

Keywords：	 Progressive movement, Scientific management, Taylor and the concept of 
standards, Budgeting system.

はじめに

　アメリカにおける管理会計論の創始者として位置づけられるMcKinseyの代表的な著作

の一つであるBudgetary Control（1922）がある。このBudgetary Controlは1921年に「予算・

会計法（Budget and Accounting Act of 1921）」として確立されたアメリカ連邦政府にお

ける予算制度から多大なる影響を受けた著作であるとされている１）。本論文では予算制度

の生成の背景である、革新主義の運動に着目しながら、McKinsey［1922］の予算制度へ

政府の予算制度が与えた影響について考察する。

１．政府における予算制度の生成の背景

　アメリカという新天地に希望を求めて多くのヨーロッパ大陸の人々が移民して来ていた

19世紀末、彼らへ衣食住を提供し職探しを支援し、その見返りとして選挙時に票を求めた

ボスとボスの所属する政党であるマシーンが都市の政治を支配していた２）。ボスとマシー

ンの支配する地域では公金の浪費や横領がはびこり、都市の歳出の増加はうなぎ上りで

あった。このボスとマシーンに政治的に対抗して、改革を進めようとする動きもあったが

うまく行かなかった。それゆえ、選挙に勝利できなくとも、行政機構改革を通して、この

ような状況を改革し、支出の管理を行うために導入が試みられた制度が新しい予算制度３）

であった。

　このような改革は革新主義４）の思想の基づき「経済性と効率性」をスローガンとして掲

げた改革運動であった。政府組織へ「経済性と効率性」を導入すべく行われた行財政改革
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を通じた予算制度の導入の動きは多くのアメリカの都市の地方政府および州政府において

も生じ、この動きはアメリカ連邦政府へも波及することとなる。アメリカ連邦政府におい

ても、財政は逼迫し、ポーク・バレルやログ・ローリング５）や行政府における業務の重複

等を看過し続けられない状況となっていた。そのような状況の中で連邦議会は新しい予算

制度の導入を議論し、最終的にアメリカ連邦政府においても新しい予算制度が導入され

る。

２．標準原価計算の概念と革新主義の時代

　先に述べたような社会情勢の中、19世紀末に標準の概念が登場する６）。この標準の概念

はTaylorによって提唱されたものである。Taylorの科学的管理は、組織的怠業の解決を

動機とする差別出来高制の提案をもってはじまった。伊藤［1992］によると「科学的に設

定された課業を作業者の活動目標とし位置づけることによって、標準原価による経営管

理の基本的枠組みが確立されたとみることができる７）」としている。そして、この標準原

価８）をすべての成果の事前決定であるとし、利益計画に直結した予算編成の資料として活

用する視点を持つことにより企業における予算概念が登場することとなる９）。

　Taylorの科学的管理や標準の概念の進展と予算概念の登場と並行して革新主義運動

（progressive movement）10）が行われた。平田［2001］によれば「19世紀末から1910年

代にかけての時期は革新主義時代と呼ばれ11）」るとしている。本論文では革新主義を

Hofstadterの説明に従って理解する。

　「革新主義はある特定の階級や集団に反対して起こったある社会階級やいくつかの階級

の連合の運動というものではない。むしろ、ある特定の階級より広い層による、必ずしも

何かはっきり定めにくい自己改革を達成しようという、広汎なきわめて善意の努力であっ

た。革新主義の一般的な主題というのは、初期のアメリカには存在していたが後に大会社

によって、また腐敗したマシーンによって破壊されてしまったのだと広く信じられている

一種の経済上の個人主義と政治上の民主主義とを復活せんとする努力なのであった12）」

　本論文で言及する革新主義者たちはトラストのようなビック・ビジネスを敵とみなし

て活動を行っていたのではなく、政治上の民主主義を回復せんとしてTaylorの科学的管
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理の思考を自分たちが行う行財政改革に取り入れる活動を行っていた。予算制度の導入

のための尽力した組織であるニューヨーク市の地方自治研究所（Bureau of Municipal 

Research）はTaylorの科学的管理から強い影響を受けていた13）。また、フィラデルフィア

市ではTaylorの科学的管理に基づいて下級職員の課業研究がなされ、同時に上司の権限

と責任の再評価がなされた。このフィラデルフィア市での成果は、Taylorの科学的管理

の原則を革新主義の思想に適合するように政治的な用語へ翻訳したものとして高い評価を

受けた14）。つまり、改革者たちは科学的管理の思想に基づいて効率的な政府へと変革する

運動を行なったのである15）。

　以上の点をまとめると、本稿で考察する行財政改革を推進する革新主義者たちの運動と

は、政府組織へ効率性を導入するために、科学的管理に基づく標準の概念を支出の上限の

設定であると解釈し、その思考に基づいて支出管理のための予算を政府組織へ導入する運

動であったと考えることができるのではなかろうか。

　この革新主義者達の運動の結果として1921年には「予算・会計法（Budget and 

Accounting Act of 1921）」が成立し、アメリカ連邦政府においても新しい予算制度が導

入されることとなることは先にも述べた。このアメリカ連邦政府における予算制度から多

大なる影響を受けた著作であるとされているものが、アメリカにおける管理会計論の創始

者として位置づけられるMcKinseyの代表的な著作の一つであるBudgetary Control（1922）

である。この点について先行研究はどのように述べているのであろうか。

３．McKinseyに対する予算・会計法の影響についての先行研究

　McKinsey［1922］のBudgetary Controlについて先行研究において予算・会計法の影響

を受けた著作であるとする、いくつかの研究を以下に示す。

　本田［1949］は「予算統制の発達の要因も又主として米国の経済的、社会的、政治的諸

事情に求めなければならない。その直接の要因は既論の如く一九二一年の「予算及び会計

法」であった（旧書体を新書体に変更している）」16）と述べている。

　また、和田木［1955］によれば「米国に於いて初めての「予算及び会計法」（Budget 

and Accounting Act of 1921）が制定され、企業に対する大きな指針となった。勿論、国

家予算と企業予算との間には幾多の相違点が存するのであるが、尚その運用に於いて、或

はその考察方法に就いて資するところが大であった（旧書体を新書体に変更している）」17）
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としている。

　さらに、伊藤［1977］によると「マッキンゼイの著書の出版される前年、つまり1921年

の６月には、アメリカでは予算および会計法が合衆国議会で成立している。これは、それ

までおこなわれていた公共予算の集大成をも意味しており、国家の歳入および歳出を管理

するうえで、それにふさわしい厳密さを備えていた。マッキンゼイの所論は、この予算お

よび会計法に多くの共通項をみいだすことができる。マッキンゼイが、方法論的困難さに

もかかわらず科学的管理論の会計への適用の範囲を超えて、しかもたんなるその拡張でな

いところの、予算統制論を体系づけえたのは、上記法律を中心とする公共予算の研究を一

方の基礎としたからであると考えて差し支えあるまい」18）と結論付けている。

　上記のように、先行研究において政府予算制度が企業における予算統制19）に影響を及ぼ

したことが指摘されている。本稿の続く部分では、著者のこれまでの政府予算の研究を踏

まえて、政府における予算制度がMcKinsey［1922］のBudgetary Controlに与えた影響に

ついて具体的に考察して行く。

４．McKinseyの予算編成の手続

　McKinsey［1922］の第23章は予算手続きのマニュアルとなっている。当該章で例示さ

れているマニュアルの内容から、McKinsey［1922］の考える予算手続きを概観したい。

４．１．社長（The President）

　社長は予算計画（budgetary program）に関するすべての事柄についての直接的な統制

（control）を行う20）。

４．２．ゼネラル・マネージャー（The General Manager）

　ゼネラル・マネージャーは予算計画に関するすべての事柄において社長を代表するもの

であり、社長がゼネラル・マネージャーに委任することが適当であるとみなす権限を有す

る。委任されたすべての事柄において、ゼネラル・マネージャーの決定は社長が行う決定

と同じ権限を有する21）。
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４．３．予算委員会（The Budget Committee）

　ゼネラル・マネージャー、生産部長（The Works Manager）、営業部長（The Sales 

Manager）で構成される予算委員会が予算計画を管理する。ゼネラル・マネージャー補

佐（The Assistant to The General Manager）は予算委員会の補佐役である。予算委員会

は社長の権限と指揮の下で、すべての部門の予算の見積を検討し妥当だと思われる変更お

よび修正を加える。予算委員会の承認を受けるまで、いかなる予算の見積も効力を持たな

い。予算委員会はゼネラル・マネージャー補佐よりすべての部門の予算の見積を受け取り、

予算委員会によって承認された予算の見積を予算委員会はゼネラル・マネージャー補佐に

提出する。予算委員会が各部門の予算の見積に関して同意ができない場合、その議論され

ている問題は社長に提出され、社長が最終決定を行う22）。

　部門の予算の見積を検討する際に、予算委員会は各部門の長を呼び出し、過去の期間か

らの予算の見積の変化についての理由を聴取することができる。また、予算委員会は、ゼ

ネラル・マネージャー補佐を通じて、過去の期間の実際の業績と予算見積を比較する期

間報告書（periodic reports）を受け取ることができる。この報告書に基づいて、予算委

員会が必要であると考えた場合には、残りの予算期間の予算に修正を加えることができ

る23）。

　また、予算委員会は、後述する財務予算（The Financial Budget）と見積財務諸表

（Estimated Financial Statements）が予算期間の初めに取締役会に提出される24）。

４．４．ゼネラル・マネージャー補佐（The Assistant to The General Manager）

　ゼネラル・マネージャーの権限と指揮の下で、ゼネラル・マネージャー補佐は予算の作

成と実行に対する全体的な統制および監督を行う。このゼネラル・マネージャー補佐の業

務を要約すると以下のようになる。

（1）	 各部門の長から予算期間の見積を受け取ること。

（2）	 これらの予算の見積から（a）現金受取高の見積、（b）現金支出高の見積、（c）見積

貸借対照表、（d）見積損益計算書を作成すること。

（3）	 必要だと思われる勧告を添えてすべての予算の見積を予算委員会へ提出すること。
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（4）	 予算委員会から承認された予算の見積を受け取って各部門の長へ送付すること。

（5）	 実施部門あるいは会計部門によって作成される月次の部門業績を示す期間報告書を受

け取ること。

（6）	 各部門の実際の業績と予算見積との比較を示す期間報告書を予算委員会へ提出し、必

要だと思われる勧告を行うこと。

（7）	 各部門から提出された予算の見積に対して予算委員会が行なった修正を各部門の長へ

伝達すること。

（8）	 ゼネラル・マネージャーと予算委員会へ、予算手続きにおいて望ましいと考えられる

変更を勧告すること。

　ゼネラル・マネージャー補佐はこれらの義務の適切な実行に必要なすべての事柄を実行

するための権限を有する25）。

４．５．部門長（The Departmental Heads）

　様々な部門の長はこのマニュアルで規定されている期限と方法で自部門の見積を作成す

る責任がある。また、マニュアルで要求されている報告書の提出にも責任がある。いかな

る実施部門の長も自身が望む予算手続きの変更に関するどのような勧告も、すべて書面で

ゼネラル・マネージャー補佐に提出される。それは予算委員会で検討するためにゼネラル・

マネージャー補佐によって説明される。部門の予算の見積と期間報告書の作成の責任は、

いかなる場合も部門の長に置かれている。部門の長はそれらの作成において、自身の裁量

で補佐役を使用して良い。しかし、いかなる場合も、その責任は部門の長にある26）。

４．６．経費予算（The Expense Budget）

　様々な部門の経費の効果的な統制を行うためには、以下の手続きが企業のすべての部門

と実施部署で規定される27）。

（1）	 各予算期間が始まる前に、各部門または各部署の次の予算期間に予想される経費を示

す予算の見積は、各部門または各部署の長が作成し、ゼネラル・マネージャー補佐へ
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送付する。

（2）	 これらの予算の見積はゼネラル・マネージャー補佐によって予算委員会に提出され、

必要だと思われる修正を加えた後に、各予算の見積で要求されている経費が予算配分

（appropriation）される。

（3）	 予算委員会によって決定される支出予算額はゼネラル・マネージャー補佐によって、

予算の見積に責任を持つ長に伝達される。

（4）	 これらの支出予算額の状況を示す月次報告がゼネラル・マネージャー補佐を通じて予

算委員会に対して行われる。

（5）	 支出予算は予算委員会の許可なしに超えてはならない。

４．７．財務予算（The Financial Budget）

（１）．現金の受取と支出の予備的見積（preliminary estimate）

　ゼネラル・マネージャー補佐は財務部門の補佐役と連携して作業し、以下に基づく各予

算期間の予備的な現金の受取と支出の予備的な予算の見積を立案する。

①様々な部門によって提出される予算の見積。

②税金、保険およびその他の財務部門の補佐役の管理下にある項目に関する予算の見積。

③期首における未回収の売掛金（accounts receivable）の回収見込額。

④期首における未払の買掛金（accounts payable）の支払見積額。

　ゼネラル・マネージャー補佐はこれらの現金の受取と支出の予備的な予算の見積を予

算期間の開始日に先立つ第１週の初日（つまり、予算期間の開始日の７日前）、あるいは、

それ以前に予算委員会に送付する。このようにして、予算委員会は提出される様々な諸見

積の財務的な要求を考慮することができる28）。

（２）．予備的な予算の見積の修正

　部門の予算の見積が予算委員会に承認された後に、ゼネラル・マネージャー補佐は現金
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の受取と支出の予備的な予算の見積を修正し、予算委員会によってなされた部門の予算の

見積の修正に効力を付与する29）。

（３）．定期報告（Periodic Report）

　現金の受取の見積額と実際額および現金の支払の見積額と実際額とを対比させた月次の

期間報告書が毎月末に予算委員会へ提出される30）。もし予算委員会が財政状態のために他

の予算に修正を加えることを望むならば、これらの修正はゼネラル・マネージャー補佐に

よって関係する諸部門に提示される。財務予算に加えられた修正は財務部門の長に伝達さ

れる31）。

４．８．予備的な見積財務諸表（Preliminary Estimated Financial Statements）

（１）．財政状態と事業の成果の予備的な見積

　ゼネラル・マネージャー補佐は、部門予算を基礎として、予算期間の会計期末の見積

もられる財政状態を示す見積財務諸表を作成する。ゼネラル・マネージャー補佐はまた、

予算期間の事業の予想される成果を示す見積損益計算書を作成する。ゼネラル・マネー

ジャー補佐はこれらの現金の受取と支出の予備的な予算の見積を予算期間の開始日に先立

つ第１週の初日（つまり、予算期間の開始日の７日前）、あるいは、それ以前に予算委員

会に送付する。このようにして、予算委員会は、これらの見積財務諸表を検討すると同時

に、部門の予算の見積をも考慮することができる32）。

（２）．予備的な見積の修正

　予算委員会によって部門の予算の見積が承認された後に、ゼネラル・マネージャー補佐

は、予備的な見積財務諸表に修正を加えることにより、部門の予算の見積に対して予算委

員会が加えた変更に効力を付与する33）。
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（３）．定期報告

　前年度の実際の財務諸表と今年度の見積財務諸表とを対比した期間報告書がゼネラル・

マネージャー補佐によって提出される34）。これらの報告書は他の予算報告書と同時に提出

される35）。

　以上がMcKinsey［1922］が述べる予算編成の手続の主要な内容である。では、アメリ

カ連邦政府の予算制度から影響を受けたと考えられる点があるのであろうか。以下この点

を考察する。なお、McKinsey［1922］は上記の他に販売予算や製造予算等に関して言及

しているが、政府の予算制度との比較を行う際に必要とはならないと考えられるので、本

論文中ではこれらの点に触れていない。

５．政府予算とMcKinseyの予算制度

　McKinsey［1922］による予算編成の手続の内容を要約すると【図１】のように図示で

きる。なお【図２】はアメリカ連邦政府の予算編成の手続についての概略図である。まず、

この二つの図表を比較しMcKinsey［1922］による予算編成の手続とアメリカ連邦政府の

予算編成の手続とについて検討する。その後、この二つの比較から両者に共通する問題認

識について検討する。

　まず、【図１】のMcKinsey［1922］による予算編成の手続に簡単に説明を加える。各

部門は予算の見積をゼネラル・マネージャー補佐へ提出するが、ゼネラル・マネージャー

補佐が予算委員会の補佐役を担っているので、ゼネラル・マネージャー補佐と予算委員会

を一括りにしている。各部門から提出された予算の見積は予算委員会で検討される。しか

し、修正が必要と判断されたが、部門間での調整が難航した場合は、社長が予算に関する

責任者として最終判断を下すこととなる。このようにして決定された予算は予算委員会が

取締役会へ報告する。

　一方の連邦政府における予算編成の手続きを【図２】で示したが、簡単にその内容を述

べておく。まず、大統領が予算の基本方針を決定し、予算局を通じて予算の見積を作成す

るよう各省庁に指示する。その後、各省庁は、予算の見積を作成し、予算局に提出する。

予算局は、聴聞会を開き提出された予算の見積を査定し、予算の見積額の変更を加える。
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（出所：McKinsey［1922］pp.374-395を基に筆者が作成）
【図１】McKinsey［1922］の予算編成の手続

（出所：亘理［1951］221頁の図を基に筆者が作成）
【図２】アメリカ連邦政府の予算編成の手続9 
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そして、査定が終了した予算の見積を大統領に提出し、予算編成の責任者である大統領に

よる検討を経て、決定された予算の見積額を予算局が各省庁へ通知する。各省庁の決定さ

れた予算の見積を基に予算局によって予算法案が作成され、大統領によって議会へ予算法

案が提出される。

　上記の一連の手続きにおいて予算委員会と社長の役割は連邦政府における予算局と大統

領の役割と類似していると考えられる。McKinsey［1922］による制度における社長と大

統領は大統領が予算案を議会へ提出する点を除けば、その権限は同等であると考えられ

る。また、ゼネラル・マネージャーと予算局の長官について考えてみるならば、ゼネラ

ル・マネージャーは予算計画に関するすべての事柄において社長を代表している。一方

の、予算局の長官は「予算・会計法」の第207条により大統領による任命を受けており、

その長官の下にある予算局は大統領の定めた規定と規則に基づいて、予算書および予算

書の代案、追加または欠損に関する見積を作成し、この目的のために、各省庁の見積額

の収集、調整、修正、減額または増額する権限を有すると規定されている36）。それゆえ、

McKinsey［1922］が述べるゼネラル・マネージャーと同様に、予算局の長官は予算計画

に関するすべての事柄において大統領を代表していると考えられる。

　また、McKinsey［1922］が述べる予算編成の手続きが、見積りによる支出管理に主眼

が置かれている点も政府予算との類似点であるといえる。この点について北村［2006］は

以下のように述べている。

　「マッキンゼーが組織全体の資金収支の均衡を目的とする企業の予算統制という方法を

具体的に提示する際に同様の目的の政府予算制度を参考にしたことで、各部門支出の制限

として予算を伝達し実際の支出を予算どおりに実行することでその目的を達成し完了する

ために、業績評価の基準という役割の予算を利用する予算による統制の過程を欠いていた

うえで成り立つ「予算統制システム」が形成されたと考えられるのである37）」。

　このように、先行研究においても述べられていたが、McKinsey［1922］が述べる予

算の管理法は連邦政府の予算制度の影響を多分に受けたものであると考えられる。では、

McKinsey［1922］が考える予算統制とはどのようなものであろうか。McKinsey［1922］

は以下のように記述している。
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　「十分に組織立った計画が作られる目的に対して、いくつかの部門の諸活動を企業全体

として調整させて行くことを取り扱う、このような計画設定（planning）がおそらく予算

統制（budgetary control）と呼ばれるものであろう38）」。

　McKinsey［1922］が上記のように部門の諸活動を企業全体として調整させて行くため

の計画設定としての予算統制が必要であったのはなぜであろうか。McKinsey［1922］は

この点について以下のように述べている。

　「現在の企業の失敗の多くは、職能管理者の部分での協調の欠如による、その企業の職

能間の調整が欠如しているためであろう39）」。

　では、この様な職能間の調整の欠如の問題を解決する方法として、予算統制が必要であ

ることをMcKinsey［1922］はどのように主張しているのであろうか。

　「現在、多くの企業に追従されているものとは異なる、ある新たな方法と新たな方針が

必要とされていると強く主張する。その方針とは、相互関連性を提供し、進展を強いるも

のである。そのような一つの方針は、過去の諸結果よりも、むしろ、将来の計画を取り扱

うことを含んでいる。もっとも、計画は必ず結果を考慮して編成されるものである。しか

し、経営管理（administrative control）は、見積の利用を必要とする。過去は過ぎ去り、

変えることはできない。統制が行使できるのは将来の活動に対してのみである。もし、部

門の見積が能率的かつ効率的に用いられているならば、必然的に準備、調整、実施のため

の手続きが発達する。この手続きが確立された時に、それが予算統制を構成することとな

る40）」。

　上記のような主張が必要だった企業の状況は「予算・会計法」導入以前の政府の行政組

織における状況と似通ったものだったのではなかろうか。なぜならば、「予算・会計法」導

入以前の政府では、各政府機関がロビー活動に専念して、議員たちに希望する予算額を認

めるよう嘆願し、議員は自分たちもその予算の一部を懐に入れるために予算を通すよう奔

走していたからである。政府の予算委員会は一貫した指針なしに予算法案を準備していた

のである。このような状況を打開するために導入された制度が政府の予算制度であった。
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　これまでMcKinsey［1922］の予算制度と連邦政府の予算制度とを比較してきたが、

McKinsey［1922］も政府予算からの影響を受けてBudgetary Controlを著した旨を以下の

ように述べている。

　「過去において「予算統制」は主として行政単位と結びつけて考えられてきた。市や州

の予算について多くの議論が存在してきた。そして、近年、多くの関心が連邦政府予算へ

向けられてきた。この関心は連邦政府の予算法（National Budget Act）41）の可決と同法の

下で作成された初めての予算の議会への提出によって非常に高められた。行政単位の予算

は、日刊新聞において政府組織への新進を望む人々によって頻繁に議論され、公衆の注目

を引き続けた。結果として、多くの人々が予算統制を行政管理のための用具と考えるよう

になった。これは一般的な見解であるばかりではなく、実際にも予算統制についての全て

の文献が行政単位の予算についての議論に限定されている。実際には、この点について考

察している全ての人々が公共財政の予算統制が存在すべきことを認めているが、予算統制

を個々の企業単位に関わらせて考えている人はほとんどいない。予算統制の諸原理が行政

単位と同様に各企業単位に適用可能であることを示し、これらの諸原理を適用する方法に

ついて説明することが、これらの章の目的である42）」。

　このように、McKinsey［1922］の予算制度と連邦政府の予算制度との間には、共通点

が多くあり、McKinsey自身が述べている通り、連邦政府の予算制度を企業予算へ導入し

ようと試みていたことがわかる。

おわりに

　本稿において「経済性と効率性」をスローガンとして掲げた行財政改革を推進する革新

主義者たちの運動とは、政府組織へ効率性を導入するために、科学的管理に基づく標準の

概念を支出の上限の設定であると解釈し、その思考に基づいて支出管理のための予算を政

府組織へ導入する運動であると考えられる点を指摘した。そして、この改革運動の成果と

して1921年に「予算・会計法」が制定され、これにより、アメリカ連邦政府においても新

しい予算制度が導入されることを述べた。

　この政府予算とMcKinsey［1922］との比較検討から、McKinsey［1922］の予算制度
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が連邦政府の予算制度の影響を強く受けた制度であることを本稿で示した。北村［2006］

は企業予算に関する多くの先行研究の調査を通じてMcKinsey［1922］が「企業予算の歴

史を論じるにあたって体系的な企業予算の生成の指標として重要視されている43）」と述べ

ている。McKinsey［1922］が体系的な企業予算の生成の指標であると言えるのであるな

らば、政府の予算制度の成立は、予算制度の基本的な枠組の生成の契機と言えるのではな

かろうか。

　また、政府における予算制度の導入、ひいては、政府における予算制度の企業への導入

は標準の概念を支出の上限の設定であると解釈する革新主義運動の成果であると考えるこ

とができる。この革新主義の運動は企業の実務における「経済性と効率性」を政府組織に

も導入すべくはじまったものであった。そして、この企業における「経済性と効率性」を

政府組織の管理へ導入した結果として生成したものが政府の予算制度であった。さらに、

この政府の予算制度を企業に導入すべく試みたものがMcKinsey［1922］のBudgetary 

Controlであったのである。政府における予算制度が一般企業へ導入が可能であったのは、

政府における予算制度の底流に流れる思考が企業における経営管理の思考を導入したもの

であったからであると考えられる。
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